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日詰 慎一郎提出 
博士学位申請論文審査報告書 
 
『新興プロフェッショナルの管理と協働行動に関する研究』 
 
I 本論文の主旨と構成 
 
１．本論文の主旨 
本論文は、医師、弁護士など、独立自営による自律的な働き方を理念型とするプロフェッシ
ョナル（professional）（以下、「プロフェッショナル」とする。）が組織における協働体制を採
用する際に、どのような組織的要因がプロフェッショナルの態度、心理などに影響を及ぼすの
かを実証的に分析するとともに、プロフェッショナルの協働体制の管理に関する実践的示唆も
提示することを目的としている。現代の先進国においては、情報通信技術の進展、経済社会の
グローバル化、新興国企業の追い上げなどの要因によって、高度な知識や専門性に基づき、高
付加価値の製品・サービスを提供出来るか否かが、企業の競争優位性を大きく左右するといわ
れ、「知識資本主義」などという用語も使用される。こうした状況に対応するため、企業・組
織は、特定の領域における高度な専門知識や技能を有する人材を確保・育成することが、競争
優位性維持の面で不可欠である。こうした企業・組織における高度専門知識・技能を有する人
材の増加は、ホワイトカラーのプロフェッショナル化とほぼ同義とみなすことができる。 
ホワイトカラーのプロフェッショナル化に対応し、企業・組織では、テイラーリズムの延長
線上に描かれる管理・組織形態から、権限委譲などを大幅に進めた管理・組織形態への移行が
不可避となっている。かかる事態は、「非プロフェッショナル組織」である一般の企業・組織
の管理・組織形態が、古典的なプロフェッショナルが大半を占める病院、法律事務所、会計事
務所などの「プロフェッショナル組織」における管理・組織形態と同質化していることを意味
する。プロフェッショナルが行う仕事の特徴は、仕事形態が自律的であるため、管理者による
直接的監督が困難な点にある。また、仕事内容自体も高度専門的であるため、管理者の判断よ
りも仕事に従事する者（プロフェッショナル）の判断が優先され、実質的に大幅な権限委譲が
なされることになる。こうした仕事形態は、経営学における長年のテーマである「自由と規律」
が、より現代的な形態で現れているといえる。 
他方、プロフェッショナルが提供するサービスに対する顧客からのニーズは、個々人で対応
できる範囲を超えてきており、協働を通じた「知識や技能の共有」が企業・組織の発展のため
に欠かせなくなっている。この点でも、プロフェッショナル組織が抱える課題とそれへの対応
策は、企業などの非プロフェッショナル組織が抱えるそれらと共通性を有している。 
 本論文は、以上で述べたような現代的意義を持つ「プロフェッショナルの組織化」の問題に
正面から取り組んだ研究である。具体的には、古典的なプロフェッショナル（医師、弁護士な
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ど）を理念型として意識しつつ、新興プロフェッショナルのひとつである「経営コンサルタン
ト」を取り上げ、理論的な論考を加えている。また論文では、社会学の研究系譜に連なる「プ
ロフェッショナルと組織」に関する研究と、組織行動論的な概念と理論的概念枠組を適切に援
用しながら、独自の概念モデルおよび仮説を導出したうえで分析を実施している。さらに、定
量的な実証分析だけではなく、聞き取り調査などの定性的研究方法も併用しながら、多面的に
プロフェショナルの協働行動に関して検討を加えている。 
 本論文は、定量的および定性的方法を駆使して分析を行った結果、以下のような主要な結論
を導き出している。まず、プロフェッショナ組織と非プロフェッショナル組織の境界に位置づ
けられる経営コンサルティング・ファームおいても、公平性を重視した評価制度などの人的資
源管理を導入することで、プロフェッショナルの協働志向を促進することが可能であるという
点である。また個人志向が強いと思われるコンサルティング・ファームにおいても、協働志向
を促進したほうが、個人の成果も高まるという点である。さらに、上記のような人的資源管理
政策と仕事プロセスの標準化、知識の共有化などを実施するファームのほうが、高い競争優位
性を構築しているという点である。 
 以上のような主旨で書かれた本論文の構成は以下のとおりである。 
 
２．論文の構成 
第 1章 プロフェッショナルの組織化と課題 
1. はじめに 
2. プロフェッショナルの要件 
3. プロフェショナルと官僚制 
4. プロフェショナル組織におけるコントロール様式 
5. プロフェッショナルの人的資源管理と課題 
 
 
第 2章 新興プロフェショナルの組織化と課題―経営コンサルタントの管理
と協働― 
1. 古典的プロフェショナルと新興プロフェッショナル 
2. 新興プロフェッショナルと組織 
3. 「集団行動―業績」の基本モデルの援用可能性の検討 
4. 「チーム・デザイン」と「チーム・ビルディング」の援用可能
性の検討 
5. ソーシャル・キャピタル論の援用可能性の検討 
6. 経営コンサルティング・ファームの特徴と意義 
7. 研究課題の導出 
 
 
第 3章 新興プロフェッショナルの協働を規定する組織的要因と構造―経営
コンサルタントの職業規範に基づく信頼と協調的意識・行動に関す
る実証研究― 
1 問題の所在 
2 理論的背景と分析枠組みの構築 
2―1 ソーシャル・キャピタルを育む組織的要因 
2―2 概念モデルの構築 
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3 方法 
3―1 サンプル 
3―2 質問票 
4 結果 
4―1 因子分析・信頼性分析・相関分析の結果 
4―2 階層的重回帰分析と共分散構造分析の結果 
5 本章の考察 
 
第 4章 協働志向の人的資源管理と新興プロフェッショナルの成果―経営コ
ンサルタント間のソーシャル・キャピタルと成果に関する実証研究
― 
1. 問題の所在 
2. 理論的背景と分析枠組みの構築 
2―1 「組織ソーシャル・キャピタル」モデルの援用 
2―2 「個人志向」と「協働志向」の人的資源管理 
2―3 分析枠組みと仮説 
3. 方法 
3―1 調査 
3―2 質問票 
4. 結果 
4―1 因子分析・信頼性分析・相関分析の結果 
4―2 階層的重回帰分析と共分散構造分析の結果 
4―3 一元配置分散分析と多重比較の結果 
5. 本章の考察 
 
 
第 5章 協働志向の人的資源管理と新興プロフェッショナルの職務態度―経
営コンサルタントの職務満足と組織コミットメントに関する実証研
究― 
1. 問題の所在 
2. 理論的背景と分析枠組みの構築 
2―1 新興プロフェッショナルの職務満足と組織コミットメン
ト 
2―2 ファームの人的資源管理の職務態度への影響 
2―3 仮説の構築 
3. 方法 
3―1 調査 
3―2 質問票 
4. 結果 
4―1 国内ファームの人的資源管理に関するヒアリング結果 
4―2 因子分析・信頼性分析の結果 
4―3 相関分析の結果 
4―4 重回帰分析の結果 
4―5 一元配置分散分析と多重比較の結果 
5. 本章の考察 
 
 
第 6章 協働志向の人的資源管理と専門職業意識―経営コンサルタントのプ
ロフェッショナリズムに関する実証研究― 
1. 問題の所在 
2. 理論的背景と分析枠組みの構築 
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2―1 専門職業意識 
2―2 ファームの人的資源管理の専門職業意識への影響 
2―3 仮説の構築 
3. 方法 
3―1 調査 
3―2 質問票 
4. 結果 
4―1 因子分析・信頼性分析の結果 
4―2 相関分析の結果 
4―3 重回帰分析の結果 
4―4 一元配置分散分析と多重比較の結果 
5. 本章の考察 
 
第 7章 
 
プロフェッショナル組織の戦略と競争優位―経営コンサルティン
グ・ファーム 7社の比較分析― 
1. 問題の所在 
2. 理論的背景と分析枠組みの構築 
2―1 プロフェッショナル組織の戦略 
2―2 ファームの組織デザインと分析枠組み 
3. 方法 
3―1 調査 
3―2 質問票 
4. 結果 
4―1 国内ファームの戦略と内的関連性に関するヒアリング結
果 
4―2 因子分析・相関分析の結果 
4―3 一元配置分散分析と多重比較の結果 
5. 本章の考察 
 
 
第 8章 「成果主義」導入が職場にもたらす変化―自動車部品メーカーA社に
おけるコンサルティング前後の 2時点比較調査― 
1. はじめに 
2. 問題の所在 
3. 理論的背景 
3―1 「成果主義」とその諸課題 
3―2 パフォーマンス・マネジメントとその運用 
4. A 社の「成果主義」的人事制度改革と分析枠組み 
4―1 人事制度改革の概要 
4―2 パフォーマンス・マネジメントの変化 
4―3 仮説の構築 
5. 方法 
5―1 サンプル 
5―2 質問票 
6. 結果 
6―1 変数の分析結果 
6―2 t 検定の結果 
6―3 管理職層と非管理職層の比較結果 
6―4 部門別の比較結果 
7. 本章の考察 
7―1 A 社の変革に関する考察 
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7―2 コンサルティング・サービスに関する考察 
 
 
結章 協働を実現するための新興プロフェッショナルの管理―ホワイトカ
ラーの管理のための示唆― 
1. はじめに 
2. 本論文の意義と今後の課題 
3. ホワイトカラーの管理のための示唆 
4. おわりに 
 
 
II 本論文の概要 
 
Ｉで記した構成に即して、本論文の各章の内容を簡潔に要約すれば、以下の通りである。 
まず第 1 章では、これまでのプロフェッショナルとプロフェッショナル組織の研究成果に関
するレビューを行っている。プロフェッショナル組織の課題は、プロフェッショナル間の協働
の実現である。協働に向けて、個々のプロフェッショナルが相互の関わり合いを積極的に持つ
かどうかは、極めてミクロレベルの事象である。プロフェッショナルの大きな特徴の一つは、
そのサービス提供の仕方にある。プロフェッショナルは、個々人の有する知識を直接的に顧客
に提供する。知識は、個々人の資源である。プロフェッショナルは、原則的には個人単位で評
価を受ける。ただし、知識は他者に伝達可能であり、他者はそれを自らの資源とすることも可
能である。プロフェッショナルは便宜的に古典的と新興に分けられる。古典的プロフェッショ
ナル（例えば、医師、弁護士など）であれば、専門知識が体系化されている部分も多いが、新
興プロフェッショナル（例えば、ソフトウェア技術者、経営コンサルタントなど）では必ずし
もそうではない。そのため、新興プロフェッショナルでは、特に資源搾取の問題が生じやすい。
出来るだけ自分の知識を他者に提供せず、一方で他者から知識を出来るだけ多く得ることによ
り、自分の評価を高めることが出来るのである。このような資源搾取を防ぐためには、プロフ
ェッショナル同士の自律性を維持するのが最も容易な解決方法である。ここに、他のプロフェ
ッショナルと積極的な関わり合いを持とうとする考え方は生じにくい。 
上述の構造には問題がある。プロフェッショナルの自律性を維持することは、プロフェッシ
ョナル自身の利益になるものの、顧客の利益にはならない場合がある。そもそも顧客は、プロ
フェッショナルの質の高いサービスを当然のことながら求めている。それはプロフェッショナ
ル同士が相互の知識を活用することにより、実現される可能性が高い。そこにプロフェッショ
ナル組織が存在する意義もある。しかし、プロフェッショナルの自律性を維持するとサービス
が向上せず、顧客にとっては逸失利益となるのである。 
ではプロフェッショナル組織とは、個々のプロフェッショナルにとってどのような「場」と
して認識されているのであろうか。プロフェッショナル組織は、大きくても数百名の規模に過
ぎない。小さければ、独立自営の場合を除き、10 名程度の組織もある。その組織には、工場の
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ような生産設備があるわけでもない。そしてプロフェッショナルは、ヒエラルキーによる管理
もほとんどない状態で、組織に属している。プロフェショナルにとっての「組織」自体は、中
立的な存在として感じられていると推測される。 
その中立的存在に、人的資源管理の諸施策が存在する。この人的資源管理の諸施策が、組織
とプロフェッショナルを実質的に結びつける大きな役割を果たしていると言える。さらにプロ
フェッショナルは自律的に働く。そのため、人的資源管理を個人的な環境として認識する傾向
があることも理解できる。そしてこの人的資源管理のあり方が、組織で働くプロフェッショナ
ルに対する直接的なメッセージとして、個々のプロフェッショナルに強く受け止められると考
えられる。中立的な存在を特徴づけるのが人的資源管理のあり方なのである。そのため、どの
ような組織であっても、人的資源管理のあり方ついてプロフェショナルが無関心とは考えにく
い。どのような人的資源管理を採る組織なのかによって、プロフェッショナルであっても、そ
の態度が変化するのである。 
第 1 章のレビュー結果を踏まえ、第 2 章では本論文のための研究課題を導出している。上述
した特徴を有する人材の協働の実現というプロフェッショナル組織の課題を考える際に、集団
行動研究やチーム・デザインとチーム・ビルディング研究の応用が当初期待された。しかしな
がら、これらの研究系譜では、そもそも自律的であることを志向する人材像を想定していない
ため、根本的なところで活用が難しい。それに対して、ソーシャル・キャピタル論では、信頼
とそれに基づく協働を主題としている。そして信頼を資源搾取のない関係のあり方としている。
この考え方は、資源搾取が問題となるプロフェッショナルへの応用が期待できる。さらにソー
シャル・キャピタルの研究系譜では、信頼や協働の規定要因として、人的資源管理の諸施策が
挙げられている。既に述べたとおり、組織の人的資源管理のあり方が、プロフェエショナルの
態度に与える影響は大きいと推測される。 
そして本論文では、調査対象としてプロフェッショナルの中でも新興の経営コンサルタント
を取り上げる。その理由は、まず大手コンサルティング・ファームの一部では、コンサルタン
ト間の協働を既に実現しているため、新たな知見を得られる可能性がある。次に、コンサルタ
ントは、実務経験を有するホワイトカラーが MBA 取得後に転身することも多く、専門化する
ホワイトカラーの近未来像を示唆しているとも考えられる。コンサルタントを対象とした調査
から得られる知見は、プロフェッショナルはもとより、高度専門化が進むホワイトカラーの管
理についても示唆に富むと考えられるからである。以上を踏まえ、プロフェッショナル組織の
課題に、ソーシャル・キャピタル論を援用し、コンサルタントを調査対象とした本論文の研究
課題を 5 つ挙げる。 
 
1) コンサルタント間の信頼と倫理的な協働を規定する組織的要因と構造の検討 
2) 協働を促す人的資源管理がコンサルタント間のソーシャル・キャピタルと成果向上に与
える影響の検討 
 - 7 -
3) 協働を促す人的資源管理がコンサルタントの職務態度に与える影響の検討 
4) 協働を促す人的資源管理がコンサルタントの専門職業意識に与える影響の検討 
5) コンサルタント間の協働を促すファームの戦略と競争優位の関係の検討 
 
第 3 章では、課題 1 を検討するため、ファームを対象とした調査を実施した。コンサルタン
ト間の信頼と協働を規定する組織的要因とその構造について、ソーシャル・キャピタル論を援
用し、人的資源管理含め、総合的に検討した。その結果、コンサルタントは、パートナーなど
の経営トップ層がその行動を通じて発するメッセージと倫理的な組織の風土、さらにはコンサ
ルタント同士が知識や働きぶりを把握しやすい職場環境が、人的資源管理の公正性の認知を高
めている点を確認できた。また公正な人的資源管理の認知を介して、コンサルタント間の信頼
と協働が高まることも確認された。 
上述の結果から、ファーム組織と自律的に働くコンサルタントを直接的に結びつけるものが、
人的資源管理であることが実証的にも支持されたと言える。そして、経営トップ層の行動や倫
理的な組織風土、そしてコンサルタント同士が知識や働きぶりを把握しやすい職場環境などの
要因はすべて、コンサルタントと組織を直接的に結びつける人的資源管理の公正性を規定する
構造になっている。自律的に、ときには組織外で働くことの多いプロフェッショナルにとって、
組織の影響は、人的資源管理のあり方を通じて伝わると考えられる。それにより、同僚を信頼
し、協働をするかしないかの判断をするのである。 
第 4 章では、課題 2 を検討するため、ファームの協働志向の人的資源管理の諸施策を明らか
にし、コンサルタント間のソーシャル・キャピタルと成果との規定構造を「組織ソーシャル・
キャピタルの概念モデル」を援用し、統計解析を行った。その結果、ファームの「協働志向の
人的資源管理」は、コンサルタント間のソーシャル・キャピタルを育み、個人成果、そして組
織成果につながることが、確認された。ここで明らかとなったファームの「協働志向の人的資
源管理」の特徴は以下の通りである。 
 
1) 形式的な情報に加え「職場風土との適合性を考慮した丁寧な採用」による協働に理解を
示す人材の選抜 
2) 人材と案件の質的特性を考慮する「組織的かつ公正な案件配分」 
3) 案件遂行時に限らず、コンサルタント間での「チームワークや協力の強調」 
4) いつでも相互に質問が出来るように「保有知識や情報の開示」 
5) 仕事の結果については、個人別の量的項目による評価に加え「質的貢献の丁寧な評価」
と「チームや部門の成果と連動した評価」を活用 
6) 「仕事ぶりが次の案件配分に反映される仕組み」により職務配分を動機づけとして活用 
7) 経営トップ層が、協働志向を自らの行動で具現化 
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 プロフェッショナルの採用・選抜というと、その学歴、資格、経歴など専門性に関する形式
的な情報ばかりが着目されがちであるが、協働的な働き方をするファームでは、組織との適合
性を質的に判断している。その上で、働きぶりに応じて、魅力ある案件をコンサルタントに提
供することで動機付けをしているのである。報酬よりも、案件自体が有する魅力を軸とした人
的資源管理になっている。協働の実現を直接的に意図するのではない。協働はあくまで高品質
なサービスを顧客に提供するために不可欠な手段であり、その協働的な働きぶりと質的な貢献
度合いに応じて、次の魅力ある案件が配分されるのである。プロフェッショナルと言うと自律
性ばかりが注目されるが、自らの専門性を用いて高度な課題を解決していく職務とその内容に
対する強い志向も有するのである。また、プロフェッショナルというと、過度に自律性に配慮
してしまい、その高度専門性ゆえに個々人の貢献や働きぶりの評価は不可能と考えられがちで
ある。しかし、協働を意図するファームでは、定量的な指標よりも定性的な指標を重視し、コ
ンサルタントの評価に組織的に介入しているという特徴がある。 
 第 5 章と第 6 章では、課題 3 と課題 4 を検討するため、「協働志向の人的資源管理」につい
て、そのような管理が本来自律的であることを志向するコンサルタントの職務態度と専門職業
意識に与える影響はいかなるものかをそれぞれ統計解析を行った。仮に短期的に協働が実現さ
れても、コンサルタントの職務不満や組織離れを引き起こしたり、専門家としての意識を低下
させたりするようであれば、本末転倒である。その結果、「協働志向の人的資源管理」によっ
て、第 5章で、コンサルタントの職務満足度と組織コミットメントを高めることが確認された。
そして第 6 章では、コンサルタントの専門職業意識を高めることが確認された。 
特に、組織コミットメントについては、その下位次元のなかでも、情動的コミットメントと
規範的コミットメントを有意に規定している。単なる愛着（情動的コミットメント）だけでな
く、倫理的な意義（規範的コミットメント）を認識して、コンサルタントが組織に留まること
につながっている点は、プロフェッショナル組織にとって非常に意味が大きい。また専門職業
意識については、その下位次元のなかでも、「公衆サービスの信念」「自己規制の信念」を有意
に規定している。他のプロフェッショナルと働くなかで、お互いの仕事の質を判断しようとす
る「自己規制の信念」の意識が高まることは、プロフェッショナル組織にとって望ましいこと
は言うまでもない。これは同僚間でそれぞれのサービスの質を切磋琢磨することともとらえら
れるが、そのことが、自分たちの提供しているサービスの公衆性（「公衆サービスの信念」）の
意識を高めているとも考えられる。ここでも、組織に属し、協働志向の人的資源管理を通じて、
専門家として、特に倫理的な側面での意識の高まりが確認されている。 
 これまで検討してきた協働とは、プロフェッショナル同士が、お互いの知識を共有・相互活
用することとも考えられる。これは、短期的にはプロフェッショナル間の技能が標準化してい
くプロセスでもあり、中長期的には、組織レベルでも、提供するサービスの標準化につながる
と考えられる。これは、組織として提供するサービス品質の継続的な底上げとも言え、組織の
優位性にもつながるだろう。 
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第 7 章では、課題 5 を検討するため、プロフェッショナル間の協働実現を組織能力と考え、
ファームの戦略と競争優位の関係について、組織の内的要因の関連性を含めて統計解析を行っ
た。その結果、ファームの戦略は、「サービス提供領域」の広狭（総合―集中）と、「協働志向
の人的資源管理」の程度の高低（協働志向―個人志向）により、4 つに分類された。そして「集
中×協働志向」のファームの優位性が高い一方で、「総合×個人志向」の優位性が低くなる傾
向が確認された。「協働志向の人的資源管理」により、コンサルタント間の知識の共有・活用
が進み、組織に知識が蓄積され、競争優位に大きく影響していると考えられる。このプロセス
は、組織論的には、協働志向の人的資源管理によりコンサルタント間の相互調整が促され、技
能の標準化が進み、仕事プロセスが標準化するプロフェッショナル組織の組織コントロールの
形態とも解釈することが出来るだろう。 
 以上、第 3 章から第 7 章まで、プロフェッショナル組織内におけるプロフェッショナルに対
する管理のあり方と協働的な働き方の関係について検討してきた。これらはプロフェッショナ
ル組織側から、組織に属するプロフェッショナルの協働を通じて、いかにサービス品質を高め
ていくかを検討してきたとも言える。しかしながら一方で、医師、会計士、弁護士などの提供
する専門サービスに関する不祥事がないわけではない。特に新興の経営コンサルティングにつ
いては、そのサービスについて疑問視する声もある。顧客に価値をもたらすことのない成果や
それを規定する人的資源管理では意味がない。 
そこで、第 8 章では、コンサルティング・サービスを受けたある企業（A 社）の人事制度改
革の事例を取り上げ、コンサルティング前後の人事諸制度の運用と従業員の職務態度の変化を
検討した。専門サービスの受け手である顧客側からのサービス品質の検討とも言えるだろう。
その結果、新たな人事制度は、良好な状態で運用され、従業員の職務態度も改善する傾向が確
認された。そのため、今回 A 社に提供されたコンサルティング・サービスは、サービスの受け
手である A 社からは、一定の評価を得ることが出来たと考えられる結果であった。これは一つ
のコンサルティング事例に過ぎないが、少なくとも A 社に対して、コンサルタントは一定の価
値を提供したことが伺える。 
以上、ファームをプロフェッショナル組織の一つと位置付け、第 1 章、第 2 章で導出した課
題について、ソーシャル・キャピタル論を援用しながら、第 3 章以降、新興プロフェッショナ
ルの管理と態度的特性や成果の規定構造について検討した。最後の結章では、本論文での各章
の結果を総括し、自律的な人材の協働を実現するための管理に関する示唆を提示している。 
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Ⅲ． 審査結果 
 
本論文の審査結果は、以下のとおりである。 
１． 本論文の長所 
 本論文には、以下のような長所が見出せる。 
（１）「プロフェッショナルと組織の関係に関する研究」は、1960 年代から 1970 年代にかけ
て、社会学の領域において集中的に研究が蓄積なされたが、その後研究者の関心が次第に薄
れていった。また経営学の領域では、このテーマは従来ごく断片的に取り上げられるに過ぎ
なかった。しかし現代の先進企業は、高付加価値の製品・サービスを提供出来るか否かが、
企業の競争優位性を大きく左右し、そのためには、高度な専門知識や技能を有する人材を確
保・育成することが不可欠である。かかる状況は、ホワイトカラーのプロフェッショナル化
とほぼ同義とみなすことができる。そうした点では、「ホワイトカラーのプロフェッショナ
ル化への対応」あるいは「プロフェッショナルと組織の関係に関する研究」は、企業・組織
にとって極めて現代的なテーマである。こうした重要かつ挑戦的なテーマに正面から取り組
んだ点が、本論文の第一の長所ということができる。 
（２）従来のプロフェッショナルと組織に関する研究では、「コスモポリタンとローカル」と
いう概念図式にもとづき、「プロフェッショナルの自律的な特性」と「組織の官僚制的特性」
との間の対立関係が想定されてきた。しかしながら実際には、組織における標準化などの要
因がプロフェッショナル間の協働を促進し、その結果、組織の競争優位性を高めるという因
果的経路を理論的かつ実証的に検証した。こうした知見は、従来の「コスモポリタンとロー
カル」という基本的概念図式に変更を迫るだけでなく、新しい概念図式・モデルを提示した
といえる。 
（３）フェッショナルと組織に関する研究においては、従来厳密な検証を経ることなく漠然と
「プロフェッショナルの人的資源管理には自律性を尊重した管理が有効である」とみなされ
てきた。しかし本研究では、定性的聞き取り調査および定量的実証分析により、そうした「自
律性を尊重した人的資源管理」にかわり「プロフェッショナルの協働志向を促進する人的資
源管理モデル」を提示しかつ理論的に検証している。この点も、本論文の長所ということが
できる。 
（４）より理論的な側面からいえば、第 3 章や第 4 章でプロフェッショナル研究にソーシャル・
キャピタル論のアイディアを導入して、プロフェッショナル間の協働体制の規定要因と組織
構造の整理を行っている点も、本論文の持つ独自性といえよう。この点は、従来のプロフェ
ッショナルと組織に関する研究や人的資源管理論の研究系譜に対する貢献はもとより、ソー
シャル・キャピタル論の経営学・組織論研究への適用可能性の範囲を拡張したともいうこと
ができる。 
（５）論文で用いられた変数のほとんどが、組織行動論の分野で十分な研究史を持ち、かつ構
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成概念としての妥当性を確立したものである。そうした点で、非常に手堅い定量分析を行っ
たということができ、本論文で報告されている結果・結論は強く支持することができる。 
（６）論文の基本的着想、問題設定およびモデル構築は、理論的な研究動向を踏まえるととも
に実践的な示唆も意識されており、この点も本論文の長所ということができる。経営学とく
にアメリカにおける経営学は、知識・理論の実践への応用・適用を強く意識して発展してき
た。そうした点で本論文は、実践志向的な経営学の伝統を現代的に表現した内容であるとい
うことができる。 
（７）研究方法に関していえば、本論文は、複数の定量的分析を行っているが、それらの分析
手法は適切であり、また非常に手際よく概念間の関連を整理したうえでデータ収集、分析お
よび結果の考察を行っており、全般に論旨鮮明で切れ味のある記述になっている。また定量
分析にくわえ、定性的な聞き取り調査（第 5 章、第 7 章）も併用しながら「自律的な人材の
協働」という研究テーマにアプローチしている。このように、triangulation を意識した研究
方法を採用していることも、本論文の内容に説得力を持たせるとともに、理論的により強固
な内容にしている。 
 
２．本論文の短所 
 本論文に関して、以下のような短所を指摘することが出来る。 
（１） ソーシャル・キャピタルという概念の、経営学・組織論研究に適用する正当性についての
議論が脆弱である。ソーシャル・キャピタルの概念は、John Dewey、Pierre Bourdieu、
Anthony Giddens、Robert Putnam など、教育学・社会学・政治学の領域で「人々の紐帯」
の重要性を表す概念として多くの研究が積み重ねられてきた。しかるに、経営学や組織論
研究の分野においては、同概念は 1990 年代後半になってようやく一部で注目を集めるに至
ったばかりであり、経営組織研究への適用に関する正当性の議論は未熟なままである。ま
た研究自体も、他分野のそれに比べると質・量ともに貧困であることが否めない。そうで
あるからこそ、本論文において、①ソーシャル・キャピタル研究全体の中で、経営学にお
けるソーシャル・キャピタル研究がどのような意義を持つのか、②本研究を行うことで、
経営学におけるソーシャル・キャピタル研究をどこに向かわせようとしているのか、につ
いての深い議論を期待したが、その期待は不十分にしか満たされなかった。 
（２） 資格制度で守られ、知識を独占して使う権利を有する「古典的プロフェッショナル」に比
べ、本論文で言う「新興プロフェッショナル」の意味するところは非常に広い。従来、組
織の中で専門職、スペシャリスト、エキスパート、などと呼び習わしてきた人たちもここ
に含まれるとすると、「古典的」以外は皆「新興」となりかねなく、そうなると「新興」概
念が極めて曖昧になる。 
（３） 「協働」、「行動」など、論文における主要な概念の概念規定が十分でないという面がある。
またマクロ組織論的な観点からすると、「プロフェッショナル組織」とは「官僚制組織」、「機
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械的組織」などとの対比において、どのような組織観あるいは組織像として描かれるのか
という点に関する言及が不足している。 
（４） 論文では組織レベルの概念と個人レベルの概念が想定されているが、定量分析ではもっぱ
ら個人レベルのデータが使用されている。経営学研究においては、既存データが非常に少
なく、独自にデータ収集する必要があるため、組織レベルのデータと個人レベルのデータ
をともに収集することは極めて困難であるが、個人レベルのデータによって組織レベルの
概念を測定することを正当化するロジックが求められる。 
（５） 本論文で得られた知見には、普遍性の点で疑問を禁じ得ない。論文では実証研究に多くの
紙幅を割いているが、実質的には 2 つの質問紙調査とひとつのインタビューしか行われて
いない。また、同一のデータを多数回用いることのロジックが明示されていない。今後、
さらにデータを収集し、cross-validation などを行い、得られた知見をより普遍性のあるも
のにされたい。また、データ解析に用いた統計的手法も、同じ手法の繰り返し（重回帰分
析・共分散構造分析・分散分析など）が多く、それらはオーソドックスな手法である一方、
単調感は否めない。 
 
3．結論 
本論文には、以上のような長所と短所が見られるが、それらの短所は上述した長所を損なうもの
ではなく、むしろ今後の研究課題ということができる。 
論文提出者日詰慎一郎は、米国 West Virginia 大学卒業後、実務経験を経て慶應義塾大学大学院
経営管理研究科において修士号を取得し、その後再び実務経験を経て本学大学院商学研究科博士後
期課程に入学した。本研究科入学後、本学商学部主担当助手を経て 2007 年より金城学院大学に奉職
し、現在同大学で教授を務めている。 
日詰の研究は、経営学関連の学会でも高く評価されており、それは本論文のもとになった論文の
うち２本が日本経営学会誌、２本が日本労務学会誌に査読論文として掲載されていることからも伺
い知ることができる。本論文は、そうした長年の努力の蓄積を結集してまとめられたものであり、
経営学の学術的発展に関して、新たな地平を拓いたということが出来る。 
以上の審査結果にもとづき、本論文提出者日詰慎一郎は、「博士（商学）早稲田大学」の学位を受
けるに十分な資格があると認められる。 
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